
事例① 広域での整備が考えられる市町村への働きかけ
（宮崎県・宮崎県社会福祉協議会）

概要
県職員が地域別の検討会議にオブザーバー参加し、

以下の支援を行う。
・県内市町村の取組状況報告
・成年後見制度利用促進法、国基本計画の説明
・先進地の取組、フォーラム等の情報提供
・その他提案、助言、相談対応等
※検討会議は、市町村が主催し、専門職団体、学識経
験者、市町村社会福祉協議会、家庭裁判所等が参加す
る場合もある。

・県職員が地域別のすべての検討会議（H30実績：各
地域別検討会議２～４回、計15回）に参加し、中核
機関整備の必要性を働きかけるとともに、メールに
より管内市町村の検討状況や取組について随時情報
提供している。

・検討が遅れている自治体に対しては、個別の助言や、
他の地域の検討会議への傍聴を呼びかけ、学ぶ機会
を提供している。

県職員が地域別の検討会議に
参加し、成年後見制度利用促進
の体制整備に向けた働きかけ

県から市町村への丁寧な
働きかけ

地域ごとの成年後見制度利用促進
に向けた取組の方向性（スケ
ジュール等）の具体化
広域整備に向けた関係市町村の認
識の共通化
法人後見実施市町村社協の増加
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事例② 県単位での成年後見制度利用促進協議会の設置
（埼玉県・埼玉県社会福祉協議会）

概要
地区単位での成年後見制度利用促進の

体制整備を目指し、平成30年5月に、県
全体の協議会及び家庭裁判所の支部（７
地区）ごとの地区協議会を設置。地区協
議会は、市町村、市町村社協及び専門職
団体で構成し、県、県社協、家裁がオブ
ザーバーとして参加。

埼玉県成年後見制度利用
促進協議会の設置

地区協議会の事務局担当市町村に対
し運営支援を実施

行政職員が取組の必要性を認識
取組の促進（担当部署の決定、
組織内での説明材料の共有）
専門職団体、行政及び社協との
顔の見える関係性の構築

県及び県社協が一緒に地区協議会の運営支
援（協議会の進行方法、資料作成支援等）を
行っている。また、社協や専門職団体、家庭
裁判所に対し協力依頼を行い、事務局市町村
の負担軽減につながる工夫もしている。
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事例③ 専門職の「地域担当制」による支援体制の構築
（香川県・香川県社会福祉協議会）

概要
弁護士会、司法書士会、社会福祉士会

の専門職団体と県内社協とで組織する任
意団体「かがわ後見ネットワーク」(事
務局=県社協)が、平成24年度に専門職
の地域担当制を導入。専門職による無料
相談会や研修会やケース検討会議等への
専門職の派遣、県全体の市民後見人等の
人材養成の取組を強化。

権利擁護に関わる専門職
団体ネットワークとの連携

市町、社協等と専門職が繋がる
体制づくり

市町、社協等で受ける権利擁護相談やケース検討に
適宜参加し、専門的立場から助言等をしている。
また、専門職と市町、地域包括支援センター、社協

等職員とが顔の見える関係を築くため、権利擁護に関
する圏域毎の連絡会議を毎年開催しており、現在は、
各市町、圏域での成年後見制度利用促進法への対応に
ついても協議している。

市町、社協等との専門職との
連携による権利擁護事案への
的確・迅速な対応の実現
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事例④ バックアップセンターによる総合的支援体制の整備
（北海道・北海道社会福祉協議会）

概要
北海道社会福祉協議会は、北海道と連携

し、中核機関の設置や地域連携ネットワー
ク、法人後見受任体制の整備を行う市町村社
協や市町村等からの相談に応じるとともに、
関係機関等の連絡会議や専門職・担い手の研
修、実態調査や情報提供、助成事業など、総
合的な支援を一元的に実施する「成年後見制
度推進バックアップセンター」を令和元年6月
に開設。

北海道成年後見制度推進
バックアップセンターの開設

道全体の権利擁護支援体制の
整備とバックアップを目指す

北海道と道社協バックアップセンターが、共通の議題
について合同会議を開催し、今度の取組や支援方法の
共通認識を図っている。具体的支援においても、合同
会議の方向性に基づき、道内14エリア単位の北海道
（振興局）や道社協（地区事務所）、関係機関の支部
組織が連携して関わる仕組みを進めている。

道本庁と道社協が一体的に取組み方策を検討
し、緊密に連携して体制整備に向けた支援を
実施することにより、市町村及び市町村社協
による権利擁護体制の整備を推進
専門職不足などの地域課題の相談から解決ま
でワンストップによる総合的支援を実施

取

組

効

果


